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当資料の要約と今後の方針

【資料の要約】

1. 地域新電力会社の主な目的は、「地域における電気代の引き下げと利益を寄付することによる市の財源確保」で
す。

2. その目的が実現できるような地域新電力会社の設立が可能なのかを見極めるため、本市では、地域新電力会社事
業化可能性調査を行いました。その結果は下記のとおりです。

① 電力の供給先として、主要な顧客は家庭・低圧の店舗や事業所としつつ、併せて市の公共施設も対象としました。さらに、代理店を活かすことに
より顧客確保に努めることにしました。

② 人件費等の経費を抑え、また、電源の調達に当たり適切な電源構成を図ることとしました。

③ これらにより、供給１年目に３％程度の営業利益を確保することが可能となり、供給開始3年目以降に市への寄付が可能となる（３年目：営業利
益の30％ ４年目：営業利益の４０％ ５年目：営業利益の５５％）見込みです。

3. さらに、地域新電力会社の設立により、主に、下記のような効果が見込まれます。

① 地域外に流出している電気代を地域内にとどめ、循環させることによる経済効果を生み出す。

② 企業が再生可能エネルギーのみで使用エネルギーを賄う世界的な動きが進展していく中、企業に選ばれる地域づくりの推進が可能になる。（地域
新電力会社では、太陽光発電による電力を活用する予定です。）

【今後の方針】

これらを踏まえ、本市では、令和２年度中の地域新電力会社【延岡電力（仮称）】の設立に向けた検討を行いたい
と考えています。
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1.  当資料について

1. 地域新電力会社事業化可能性調査の実施

① 延岡市では、令和元年６月に、市民、市内事業者(特に中小事業者)の電気料金を安くするため
の地域新電力会社の設立に向けて、調査会社（パシフィックパワー株式会社）に対して、地域
新電力会社事業化可能性調査 （以下「可能性調査」と略。）を委託しました。

② 市は、同年９月に、調査会社から委託調査の報告書を受け取りました。
その報告書の主な内容は下記のとおりです。
（詳細は、「延岡市地域新電力事業化可能性調査報告書」を参照してください。）

 地域新電力に関する最新の国の政策動向・業界動向・地域特性等の事業環境

 地域新電力に関する事業シナリオの想定とその事業性評価

 電源調達方針、利益の地域への還元方法

 運営体制、事業開始までに必要な実施項目等

2. 当資料の趣旨

① 当資料は、この報告書を踏まえて、市として地域新電力会社設立に向けて行った検討結果を、
市民の皆様にわかりやすくまとめ、ご提示するものです。

② 当資料により、地域新電力について、市民の皆様にご理解を深めていただきたいと考えており
ます。
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2.  地域新電力設立の目的

1. 地域新電力会社の設立の目的は、次の２つです。
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① 地域における電気代の引き下げと

利益を寄付することによる市の財源確保

② 地域外に流出している電気代を地域内にとどめ、循環させることによる

経済効果を生み出し、将来的には再生可能エネルギーの活用において地域で

中心的な役割を担い、低炭素のまちづくりの核となる地域電力会社として

成長・発展していくことを目指す。



2.  地域新電力設立の目的
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3.  事業の基本方針①

1. 会社設立の目的を実現するため、下記を事業の基本方針とします。
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3.  事業の基本方針②

（事業の基本方針の続き）

8

(4) 収益の確保

• 地元の企業や自治会（区）などに代理店を依頼し、顧客を確保。

•市所有施設の需要の活用により、供給開始初年度から単年度での黒字を達成。

• 会社の社員体制を必要最小限にするなどにより、経費を節減。

(5) 収益の使途

•収益は事業運営上の必要性から会社に留保する分を除き、全て市に還元。

(6) 出資構成

•確実に利益を市へ還元するため、延岡市の単独(100%)出資も選択肢に。



4. 地域電力会社が地域で担うことができる役割と効果

1. 地域電力会社が地域で担うことができる役割（会社のビジョン）と効
果を整理します。

2. 地域電力会社が地域で担うことができる役割（会社のビジョン）
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①地域外に流出している電気代を地域内にとどめ、循環させることによる経済効果を生み出
すとともに、行政サービスを向上させる。

② エネルギーの地産地消による、地域内での富の循環による経済効果を生み出す。

③ ＳＤＧｓ（持続可能で多様性と包摂性のある社会実現の国際目標）に貢献。

④ 再生可能エネルギーを求める企業や市民へ再生可能エネルギーを提供。

⑤ 企業が再生可能エネルギーのみで使用エネルギーを賄う世界的な動きが進展していく中、
企業に選ばれる地域づくりを推進。



4. 地域電力会社が地域で担うことができる役割と効果

3. 会社運営への効果
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①これらの取り組みを推進し、市内に立地する企業との連携が図られれば、契約数の増加に
もつながることが期待できる。（連携する企業は市民サービスの向上にも貢献することとな
り、市民から高い評価を受けることができる。）

② 地域の電気代の引き下げと市の財源確保に貢献し、更に再生可能エネルギーの活用におい
て地域で中心的な役割を担う地域電力会社として取り組みを進めることにより、世界的な環
境意識の高まり中で、地域づくりの核となる会社として成長・発展していくことが可能。



5.  電気料金の水準（家庭・低圧の店舗や事業所）①

1.基本的な考え方
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家庭・低圧の店舗や事業所について、電気料金の水準が、

① 大手電力会社よりも割安となり、

② 宮崎県内の他の新電力と少なくとも同額程度とな

るように、電力料金のプランを設定します。

今後、新電力会社の事業スキームを検討す

る中で、料金プランを確定していきます。



5.  電気料金の水準（家庭・低圧の店舗や事業所）②

2. 具体的な料金の水準の案（検討中）
① 考え方

九州電力との比較：

基本料金及び従量料金の全てを、九州電力よりも安く設定します。

県内民間新電力との比較：

可能性調査における試算としては、仮に１段階目を県内の新電力と同額とします。
２段階目では九州電力と県内の新電力の中間程度の額とし、３段階目では九州電力や県内
新電力に比べ、より安く設定します。

これにより、使用量が多いほど利益率は若干下がる（顧客の電力料金負担の削減率は上が
る）が、絶対額が大きくなるため、新会社の利益額も維持できます。

② 料金単価表案（消費税改定に伴う料金単価変更前の内容）
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料金単価表

契約種別 基本料金
1段階目

（～120kWh）

２段階目

（120～300kWh）

3段階目

（300ｋWh超）

電力会社 円/kVA（/10A） 円/kWh 円/kWh 円/kWh

九州電力 従量電灯B・C 291.60 17.14 22.64 25.58

県内民間新電力 従量電灯 290.14 17.13 22.12 23.2

プラン案 従量電灯 290.14 17.13 22.40 22.40



5.  料金の水準（家庭・低圧の店舗や事業所）③

3. 試算上の家庭等の電気料金の削減イメージ（九州電力との比較）

① 現在検討中の料金水準で九州電力と比較すると、以下の表に示す水準で電気料金の
削減（引き下げ）ができる見込みです。
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※ 2019年１０月以降の消費税率改定（８％⇒１０％）との関係について
• 今回の可能性調査実施期間は2019年6月～9月であったため、九州電力や他の県内の民間新電力会社の料金単価

が消費税８％で計算されていました。そのため、それらの会社との料金の比較をする都合上、新会社の消費税も
８％で計算しています。

• 今後、新会社の料金を検討していく際には、消費税は１０％で計算して、他の電力会社との比較を行います。



5.  料金の水準（市の公共施設）①

1.基本的な考え方
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可能性調査の試算上、一部の市の公共施設に関して、大手電力会社よ

り平均２％削減した電気料金プランを設定します。（検討中）

※市の公共施設のうち高圧38件、低圧188件に提供することを試算上

仮定します。

※割引率は、地域電力会社の安定的な運営に必要な収益を確保するこ

とを踏まえて設定しており、その設定にあたっては収益の地域還元を

目的に運営されている、他自治体新電力の実績を参考にしています。

【効果】

① 市の電気料金を、年間約３００万円削減可能です。

② 新電力会社に納めた公共施設の電気料金による利益

を、市に寄付することにより、市の財源が充実します。



155. 料金の水準
【調査結果を踏まえた今後の検討方針】

•市況が最も厳しい2017年度の水準でも、1,000万円程度の営業利益が確保できるシミュ

レーション結果が得られました。（P17「事業の収支シミュレーション（結果のまとめ

①」を参照ください。）

•そのため、会社経営への影響を勘案しつつ、更に電気料金を削減できるプランの設定が

可能か、検討を行います。

家庭・低圧の店舗や事業所向けの料金プラン

•引き下げ率については、まずは他市の事例を参考に２％に設定しました。

•その後の会社の経営状況を勘案しながら、供給開始２年目以降に割引率を大きくするこ

と（公共施設の電気料金の更なる引き下げについて）が可能かどうか、検討を行います。

市の公共施設向けの料金プラン



6．事業の収支シミュレーション（方法）

1. 可能性調査では、顧客に関して、
・延岡市内の家庭・低圧の店舗や事業所を主要な顧客としつつ、
・一定の公共施設を加える形で、

収支シミュレーションを実施しました。

2. 具体的な方法は、下記のとおりです。
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収支のシミュレーション

電力の調達費用の市場変動が、事業収支に与える影響も踏まえた検討を行うため、

直近3ヵ年（2016年・2017年・2018年）の市場水準により、それぞれ事業収支シミュレーションを実施。

支出の算定

顧客の電力需要に対応した調達費用の推定 会社運営に必要な経費（人件費など）の想定

収入の算定

家庭、事業所の顧客数の推定 供給対象の市の公共施設の選択 電気料金プランの想定



6．事業の収支シミュレーション（結果のまとめ①）

1. 収支シミュレーションの結果のまとめ
（※ シミュレーションの内訳は、Ｐ18からＰ32で提示します。）

① 過去３年間で、最も市場価格が高かった２０１７年度（※）の調達コストを用いても、供
給１年目に売上の３％程度の営業利益の確保が可能である見込みです。

② 一方、会社設立の年は、手続き関連費用や固定費が発生する一方で事業収入が得られな
いため、単年度赤字の見込みです。
なお、シミュレーションでは余裕を持って経費を計上しているため、経営努力により赤字
額を抑えることが可能です。
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※２０１７年度、２０１８年度（九州を除く西日本エリア）における市場価格の高騰について
以下、【経済産業省 資源エネルギー庁 平成30年度エネルギーに関する年次報告】より一部抜粋

第3部 第６章 第１節 ３.電力の小売全面自由化の進捗状況 (5)卸電力取引の活性化について
②2017年9月～2018年9月における特記事項

• 高騰の背景は、「猛暑による異例な需要増」と「発電所の計画外停止による供給力不足」等が
大きな要因であると考えられます。

• なお、今後、（需要家によって停電受容コストが異なることを踏まえた）ディマンドレスポン
スや自家発など多様な市場参加が進むことによって、需要・供給双方の厚み・柔軟性・競争性が
増し、電力システムの効率化が進むことが期待されます。

2017年度水準 設立の年 供給１年目 供給２年目 供給３年目 供給４年目 供給５年目

収入 0 381,728 583,719 718,378 807,520 896,662

支出 0 371,485 564,967 694,410 780,310 866,210

営業利益 -25,578 10,243 18,752 23,968 27,210 30,452

（単位：千円）



2. 収支シミュレーションの結果（2017年度水準 詳細なもの）※過去3年間で事業環境が最も厳しい年
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6．事業の収支シミュレーション（結果のまとめ②）



6．事業の収支シミュレーション
【収入の内訳 ～まとめ～】

1. 収支シミュレーションの内訳【収入】（供給１年目）
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主な設定条件（算定方法の説明） 金額

収入合計 381,728

（
内
訳
）

電気料金
（各需要の
合計）

• 民間低圧分 ：統計データを元に加重平均や負荷率で推定し、料金47,000円/月と設定。
（250店舗） （シミュレーションの料金設定は九電 従量電灯Cプランの約10％引き）

340,619

※燃料調整費
（-18,684）を
含む。

• 公民館 ：公民館の負荷率は事業所の半分と想定し、料金23,500円/月と設定。
（142館） （シミュレーションの料金設定は九電 従量電灯Cプランの約8％引き）

• 家庭 ：１戸あたりの電気料金は、統計データから宮崎県平均の9,500円で設定。
（600戸） （シミュレーションの設定は九電 従量電灯Bプランの約4％引き）

• 公共施設 ：料金は、平成30年度の九州電力との契約内容にもとづく料金の２％引き。
（226件） （各施設で契約プランや使用量が異なる）

※ 燃料調整費の算出方法：
＠燃料調整費単価（九電が、プランごとに毎月設定） ✕ 各家庭、事業所等の想定使用量

再エネ賦課
金の納付額

全国一律単価（毎年度、経済産業大臣が決定） ✕ 再エネ電源の買取分 41,109

（単位：千円）

【用語解説】

燃料調整費 原油・液化天然ガス・石炭の燃料価格が、基準となる平均燃料価格より上昇ま
たは、低下した場合、それに応じて電気料金を調整する制度

再エネ賦課金
の交付金

再エネ電源（太陽光、バイオマスなど）で発電された電気を電気事業者が買い
取る際の費用に対し、費用負担調整機関（一般社団法人低炭素投資促進機構）
が電気事業者に対してその買取実績に応じて交付するもの。



6．事業の収支シミュレーション
【収入の内訳 ～料金プラン～】

1. 料金プラン（再掲）

① 家庭・低圧の店舗や事業所

② 市の公共施設：他市の実例を参考に、ひとまず大手電力会社より平均２％削減と見込む

 割引率は、地域電力会社の安定的な運営に必要な収益を確保することを踏まえて設定しており、その設定にあたっ
ては収益の地域還元を目的に運営されている、他自治体新電力の実績を参考にしています。

③ 今後の検討方針

 上記の料金プランは検討中のものです。

 今後、会社の経営状況等を勘案しながら、さらに、料金水準の引き下げができないか、検討します。
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• 今回の可能性調査実施期間は2019年6月～9月であったた
め、消費税８％で計算されていました。今後、新会社の料
金を検討していく際には、消費税は１０％で計算します。

※1 削減率を仮に1％としておりますが、料金水準の引き下げ
率については、今後、検討してまいります。

仮に2人家族のケース（30A・300kWh）で削減率を２％とし、
今回行ったシミュレーションの条件設定などをもとに試算する
と、収入額が供給開始1年目の場合で、概算で約700千円減少す
ると見込まれます。

※1



6．事業シミュレーション
【収入の内訳 ～家庭・低圧の店舗等の顧客数の推定～】

1. 家庭・低圧の店舗や事業所の顧客数の見込み

① 試算の前提条件は、下記のとおりです。
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低圧の店舗や事業所

•市内の民間企業や自治会（区）を代理店として、顧客を獲得する。
代理店報酬として、電気料金の１％を継続的に支払う。 （下記の「家庭」も同様）

•直営業：他社の 1 人当たりの実績を参考に、年間獲得数は 100 件程度と見込む。

•自治会（区）・公民館：１年目の最初に一斉に切替を済ませるよう、その前年に周到に準備。

•延岡市内の店舗等の獲得については、市内の事業所数が経済センサスにより 約６，１００店舗とあることから、仮に
1事業所1件とみなし、その15 ％程度を５年間で順次獲得することを想定。

家庭

•直営業として、市職員などの口コミ営業を想定する。

•地元企業との代理店契約による顧客獲得を想定：
1 年目に 代理店1 社と契約。店舗・事業所の営業がひと段落する 3 年目以降にも代理店を増やし、新規獲得数を維持。

自治会（区）について、可能性調査の試算では、加入世帯数の少ない自治会は代理店候補となっていませんが、実際に事
業を行う際には、加入世帯数に関わらず、すべての自治会を代理店候補として取り組む方針です。

【調査結果を踏まえた市の方針】



1. 家庭・低圧の店舗や事業所の顧客獲得数の見込み
② 前ページの①に示した前提に基づく顧客の獲得計画
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＜店舗・事業所の顧客獲得数について＞
• 代理店（地元企業）：

 1年目から200件（試算条件では150件）の顧客獲得を目指します。
 また、3年目以降についても年間200件（試算条件では150～50件）程度の顧客獲得を目指して取り組むこととします。

＜家庭の顧客獲得数について＞
• 代理店（自治会）：

 3年目以降についても、自治会（区）と連携し、区への新規加入世帯なども含めて、一定数の新規顧客の獲得（試算条件では０
件）に取り組むこととします。

• 直営業：3年目以降についても年間50件（試算条件では０件）程度の顧客獲得を目指して取り組むこととします。

以上のように、試算時の顧客獲得計画を上回る顧客の獲得に努めることで、試算結果よりも増収増益を図ることが可能です。

【調査結果を踏まえた市の方針】

6．事業シミュレーション
【収入の内訳 ～家庭・低圧の店舗等の顧客数の推定～】



2. 電力供給の対象となる公共施設数の見込み

① 新会社が供給可能な施設（※）のみを対象とします。

② 料金設定を九電の同一メニューの平均２％引きとすることで、供給対象となる公共施設の電気
料金を年間約300万円削減できます。（2018年度の年間電気料金：約1.5億円）

236．事業シミュレーション
【収入の内訳 ～公共施設の見込み～】

※ 現状の九州電力との契約内容を踏まえて各施設の電力の購入単価を計算し、新会社に契約を切り替え
ることで現状よりも電気料金を安くでき、且つ新会社側も利益確保が可能と判断された施設。



1. 収支シミュレーションの内訳【支出】（供給１年目）

24

主な設定条件（大まかな算定方法） 金額

支出合計 371,485

（
内
訳
）

電源
調達

ごみ発電 九州電力に売電している余剰分についての全量買取
実際の売電単価を用いて費用を算出

9,308

卒FIT太陽光 7円/kWh（買取価格は九州電力と同額） ✕ 購入量
（詳しくはP２８参照）

426

JEPX調達 ＪＥＰＸ約定代金（各年度の実績に基づく）
＋調達量に応じて需給管理委託会社に支払う調達手数料
＋ＪＥＰＸに支払う取引手数料

（詳しくはP２８参照）

166,021

託送料金 販売電力量×九州電力の定める託送料金単価（低圧、高圧、ほか契約内
容等で異なる）

119,285

納付金 顧客から徴収した再エネ賦課金（再エネ賦課金単価 ✕ 使用電力量）
の、低炭素投資促進機構への支払い額

41,109

事務所運営 電力需給管理外注費、人件費等（詳細はP30，P31参照） 35,336

（単位：千円）

【用語解説】

JEPX調達 一般社団法人日本卸電力取引所が開催する電力取引市場からの電力調達。

託送料金 電気を送る際に利用する送配電網の利用料金（九州電力への支払い）

納付金 電気料金と合わせて徴収した再エネ賦課金を一般社団法人低炭素投資促進機構へ納付（義務）
＜参考＞ 2018年5月から2018年4月までの再エネ賦課金は1kWあたり2.90円。

6．事業の収支シミュレーション
【支出の内訳 ～まとめ～】



1. 支出の計算方法

① 支出の合計は、「電源調達の経費」＋「事務所運営の経費」です。

② そのうち、「電源調達の経費」の算定の道筋は、次のとおりです。

256．事業の収支シミュレーション
【支出の内訳 ～まとめ～】

電源調達の基本的方針の決定（各種電源を最適に組み合わせるなど）

電源ごとの調達方針の決定（ベースロード電源などごとの、調達する電源の種

類、調達量などの方針）

上記の調達方針に基づく電源調達のシミュレーションによる、電源ごとの必要

な電力量の算定

「上記の電源ごとの必要な電力量に応じて、電源ごとに経費を算定し合算した

額」＋「託送料金」＋「再エネ賦課金」

＝電源調達の経費の合計



1. 電源調達の基本的方針

266．事業シミュレーション
【支出の内訳 ～電源調達～】

① １日の中の時間帯によって、必要となる電力量が変わります。

その大小に応じて最も経費が安くなるように、かつ、安定的に電力が供給できるよう

に、市場価格変動のリスクヘッジ効果も考慮しながら、各種の電源を組み合わせて調

達を行います。

② 需給管理業務を外注して、JＥＰＸからの調達をバランシンググループ（ BG ）

により行うことで、電気量の調達不足が生じるリスクを低減し、インバランス料金を

抑制します。



2. 電源ごとの調達方針

① 電源は大きく分けると、ベース電源、ミドル電源、調整電源に分かれます。
それぞれの調達方針は、下記のとおりです。
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ベース電源

•延岡市清掃工場の廃棄物発電（余剰の全量買取）

•ベースロード市場や相対電源を、ＪＥＰＸスポット価格との見合いで調達（夜に余剰が出ない範囲内）

ミドル電源

•家庭の卒ＦＩＴ（コストメリットは大きくないが、環境価値が高く、家庭への供給と併せて取り組むことで相乗効果が得られる。）

•ＪＥＰＸスポット（実際の運用では太陽光（ FIT） も調達。価格はＪＥＰＸと同じなので、シミュレーションではJEPXスポットで代替）

調整電源

•ＪＥＰＸスポット

6．事業シミュレーション
【支出の内訳 ～電源調達～】

＜調達コストの抑制について＞
相対電源については、現時点での試算には反映させておりませんが、地域電力会社が実際に事業を行う際には、割安で価格変動リス

クが少ない相対電源を活用し、調達コストの抑制及び利益の安定的確保に努めます。
☆相対電源活用のメリットについて

・固定価格で売買契約を結ぶことから、市場価格が高騰しても定額で電力を調達することができる。
・確実に販売が見込める範囲内で購入するため、契約した時点で利益を確定することができる。
・購入費用が後払いなので、短期で決済するJEPXに対し、資金繰りの面でもメリットがある。

【調査結果を踏まえた市の方針】



3. 電源調達のシミュレーション による必要な電力量の算定

① 前ページの調達方針に基づき、「３６５日３０分毎の需要に対し、優先順位に従って電源を割り付け、不足する部分をＪＥＰＸから
買う」という現実のオペレーションに即して、電源調達のシミュレーションを行いました。

② 下記の図は、今回行った、電源調達のシミュレーションについての、年間平均需要カーブです。
これにより、電源ごとの必要な電力量が算定されます。

4. 電源調達の経費の計算

① 電源ごとに、経費の計算方法が異なるため、それぞれ、必要な電力量の調達に要する経費を計算します。

「電源ごとの調達経費の合算」＋「託送料金」＋「再エネ賦課金」＝「調達経費の合計」です。

② 次スライドでは、各電源ごとの経費の計算方法を説明します。

286．事業シミュレーション
【支出の内訳 ～電源調達～】



4. 電源調達の経費の計算方法

 卒ＦＩＴの買取価格等

 買取価格：九州電力と同じ７円 /kWh とします。

 買取シェア（買取件数）の想定：
電力販売の営業と合わせて市内の太陽光発電の買取にも取り
組むことで、右の買取シェアを想定。

 JEPXスポットの調達コストの算定方法

• JEPXスポット価格は、１日を30分単位で48コマごとに分けて、１コマづつ入札を行って決めます。（そのため、毎コマづつ価格が異な
ります。）

• 可能性調査におけるJEPX調達コストの大まかな算定方法は、下記のとおりです。
2017年の48コマごとの平均的な価格 ✕ 調査で推定した48コマごとのJEPX電力調達量

＋ JEPX電力調達量 ✕ 調達手数料 （需給管理委託会社に支払うもの）
＋ ＪＥＰＸに支払う取引手数料 （0.03 円/kWh（税抜） または100 万円/月（税抜）の定額制）

 ごみ発電：九州電力に売電している余剰分についての全量買取。実際の売電単価を用いて費用を算出

 託送料金：販売電力量×九州電力の定める託送料金単価（低圧、高圧、ほか契約内容等で異なる）

 納付金：顧客から徴収した再エネ賦課金（再エネ賦課金単価 ✕ 使用電力量）の、低炭素投資促進機構への支払い額

296．事業シミュレーション
【支出の内訳 ～電源調達～】



 事務所運営に関する経費（※再掲 P１８のシミュレーション結果から事務所運営経費のみ取り出したもの）

306．事業の収支シミュレーション
【支出の内訳 ～事務所運営経費～】

会社設立費用：会社の設立登記等の関連費用
小売電気事業準備業務委託：小売電気事業者登録申請に関する業務、電気の供給や送配電に関する業務等
需給管理外注・顧客管理システム利用料：電力の調達に関する業務、公的機関への提出書類作成、顧客管理システム関連等
事業支援コンサル：電気の供給開始に伴う様々な業務に関するサポート
賃料等：事務所や駐車場等
車両リース：営業車両
通信費：固定電話、携帯電話、インターネット
広告費：販売促進のための広告
経理会計業務委託費：経理会計関係業務の外部委託
税理士：税理士事務所との契約
労務業務委託費：社会保険労務士事務所との契約
人件費：社員3名（経営管理者、営業責任者、事務担当） ＊P19に説明を記載
代理店報酬：代理店への報酬（電気料金の１％） ＊P22に説明を記載



 事務所運営経費のうち人件費

 供給開始の前年（2020年：準備期間）から、新規雇用する社員が業務をスムーズに行えるよう、小売電気事業に精通した人材を顧
問に迎えることにより、事業を安定的に運営できる体制を整備します。

 可能性調査の報告書において「人件費」に計上された金額については、市としては下記のように考えています（※１）。
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【調査結果を踏まえた市の方針】

可能性調査報告書における人件費（17,800千円）の内訳は以
下のとおりです。

※延岡市の第三セクターの類似職種の給与水準および規定（手当・福
利厚生など）を参考に設定している。上記金額には、手当や社会保険

料の会社負担分などを含む。

※1 調査報告書に計上された人件費（計 17,800千円）について、市としては次のように考えます。

【給与】3名分 計 7,800千円
経営管理者・・公益法人の事務局長の賃金水準を参考に月額250,000円とします。

基本給12か月分 3,000千円
営業担当・・・ハローワーク延岡「営業の職種」の公開情報を参考に、月額200,000円とします。

基本給12か月分 2,400千円
事務担当・・・ハローワーク延岡「会計事務の職種」の公開情報を参考に、月額200,000円とします。

基本給12か月分 2,400千円

【諸手当・社会保険料】 3名分 計 6,000千円

【活動経費・諸経費】 3名＋顧問分 計 4,000千円
顧問報酬・旅費・・・ 計1,600千円

＜内訳＞120万円（月10万円）＋40万円（東京・延岡間 年６回分）

活動経費等・・・ 計2,400千円

以上の【給与】【諸手当・社会保険料】【活動経費・諸経費】の合計額が 17,800千円

6．事業の収支シミュレーション
【支出の内訳 ～事務所運営経費～】



1. まとめ

① 電源需要量、販売単価、電源構成等に関する各指標のまとめは、下記のとおりです。
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※１ 表中の数値について
左：契約電力
右：年間使用電力量

6．事業シミュレーション
【収入・支出の各指標のまとめ】

※１

※２

※２ 九州電力の買取価格と
同額



7.  新会社の運営体制・資本構成等

1. 運営体制の基本的な考え方

① 3名の常勤社員により事業運営。

（経営管理者・営業責任者・事務担当）

② 3名で会社及び事業運営を行うので、

高い経営能力を有する経営管理者を

はじめ、相互に業務をカバーする

ことができる人材が必要。

33

＜会社の運営体制について＞
• 設立の年は、事業支援コンサルの活用や

社員採用時期の調整により、想定よりも
人件費を抑制できる見込み。

• 社員の採用に際しては、事業支援コンサル
のサポートにより、人材確保や人件費の
抑制、運営体制の強化に努める。

• 業務（電力需給管理業務を含め）の外注は、
コストの削減効果があれば、積極的に行う。

【調査結果を踏まえた市の方針】



7.  新会社の運営体制・資本構成等

3. 運転資金及び資本構成・資金調達

① 運転資金

 １～２年目に必要となる運転資金として、9,000万円（電気料金売上げの２か月分＋固定費）が必要です。

② 資本構成・資金調達（検討中）

 運転資金9,000万円を、資本金及び借入金により充当する必要があります。

 借入れを行わない場合は、資本金として9,000万円が必要。

 資本金を5,000万円とする場合は、供給開始時に4,000万円の借入が必要。

③ 出資構成（検討中）

 確実に利益を市へ還元するため、延岡市の単独(100%)出資も選択肢の一つにします。

4. 新電力会社から市への寄付額 ※2016年度(試算した過去3年間の中間に近い）水準で算出

① 営業利益から会社運営に必要な運転資金を除いた額を、市に対して寄付します。
その額の見込みは、下記のとおりです。

供給開始後5年間で、市の電気料金削減額（1500万円）と合わせて約9100万円の財源確保が見込まれます。

 供給開始3年目：営業利益の30％（約1596万円）

 〃 4年目： 〃 40％（約2385万円）

 〃 5年目： 〃 55％（約3633万円）
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8. 今後の予定について
35

今後、市議会でのご議論やパブリックコメントでの市民の皆様のご意
見を踏まえて、令和２年度中の会社設立を目指してまいります。



【参考】全国の地域新電力の動向（業界の動向）

1. 新電力の市場シェア（全国）

① 全販売電力量に占める新電力のシェアは、特に2016 年 4 月の小売全面自由化以降、大
きく進展。直近、 2019 年 3 月時点では約 14.8%。

② 家庭等を含む低圧分野のシェアは、2019 年 3 月時点で約 13.0 ％。伸び率が最も大きい。
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文言及び図は、可能性調査か
ら抜粋（一部要約）したもの



1. 新電力の市場シェア（各エリア別）

① 家庭等を含む低圧分野における新電力シェアは、全体的に増加傾向だが、エリアによって
伸び率に差が生じている。

② 最も高いのは、東京で 19.8% 、次いで大阪の 17% 。九州エリアは 8.2%
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文言及び図は、可能性調査から
抜粋（一部要約）したもの

【参考】全国の地域新電力の動向（業界の動向）



1. 家庭契約数のスイッチングの状況

① 全国での、2019 年 3 月時点での新電力への契約先の切替え（スイッチング）実績は約
15.6 ％（約 975 万件）、みなし小売電気事業者の自社内の契約の切替件数（規制→ 自由）
は約 9.2 ％（約 573 万件）。合わせて約24.8 ％（約 1,548 万件）。

 他社切替のスイッチング率：東電管内は21.7 ％。関電管内の 19.6 ％。九電管内は 10.3 ％。

 旧一般電気事業者の自社内切替：中部電力管内は20.4 ％、中国電力 15.2 ％。九州電力は 8.5 ％。

38【参考】全国の地域新電力の動向（業界の動向）

文言及び図は、可能性調査か
ら抜粋（一部要約）したもの
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【参考】全国の地域新電力の動向（他の地域新電力会社の例①）
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【参考】全国の地域新電力の動向（他の地域新電力会社の例②）

2019年4月に「加賀市総合サービス株式会社（上記No.43 ） 」が日本初の自治体100％出資の新電力として公共施設への電力供給を開始。



【参考】用語解説
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用語名 解説

低圧・高圧 契約上の区分で、契約電力が50kW以上の場合は高圧電力、50kW未満の場合は低圧電力。

ＪＥＰＸ 一般社団法人 日本卸電力取引所。日本で唯一の卸電力取引市場を開設・運営する取引所。

ＪＥＰＸスポット 日本卸電力取引所が開催する最もポピュラーな電力取引市場の一つであり、翌日に発電また
は販売する電気を前日までに入札し、売買を成立させるもの。

卒ＦＩＴ ＦＩＴ制度（固定価格買取制度）が定める売電期間を終えた発電設備のこと。

ＦＩＴ制度 再生可能エネルギーで発電した電気を、電力会社が一定価格で一定期間買い取ることを国が
約束する制度。電力会社が買い取る費用の一部を、電気の利用者から賦課金という形で集め、
今はまだコストの高い再生可能エネルギーの導入を支えることが目的。

バランシンググループ 新電力会社でグループを作り、グループ内で代表を設け、グループ内で電力供給不足が起き
そうなとき、互いに電力を補完しあうことでインバランス料金の発生を避けることができる。

インバランス料金 新電力会社は、３０分単位で電力の需給を一致させることが義務づけられている。電力不足
が発生した際に、一般電気事業者（東京電力や九州電力など）が補給する不足分の電気料金。
通常より割高な設定となっている。

ＳＤＧｓ 持続可能な開発目標。２０１５年9月の国連サミットで採択された持続可能で多様性と包摂性
のある社会の実現するための国際目標。

みなし小売電気事業者
（旧一般電気事業者）

いわゆる各地域の10電力会社。（九州電力など）


